[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]様式第２号
「山形県元気な地域農業担い手育成支援事業」プロジェクト計画書（担い手の経営発展の取組み）

１　事業実施主体の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (プロジェクト計画策定年度の4月1日現在)

	事業実施主体名
	
	プロジェクトの
目的
（いずれかに○）
	
	新規就農者の経営発展

	市町村名
	
	事業実施地区
	
	
	
	小規模経営体の経営継承に向けた経営発展

	代表者生年月・年齢
（後継者生年月・年齢）
	　　　　年　　　月・満　　歳
（　　　年　　　月・満　　歳）
	就農年月※1
	年　月（就農期間：　年　か月）

	住所、主たる事務所又は活動拠点の所在地・連絡先※2
	

	事業実施主体の構成
	

	生産品目・面積等
	


※1　「新規就農者の経営発展の取組み」の場合は本人の就農年月、「小規模経営体の経営継承に向けた経営発展の取組み」の場合は経営継承を受ける見込みの者の就農年月を記載すること。
※2　住所、主たる事務所又は活動拠点の所在地を示す位置図を添付すること。

【事業実施主体に関する確認事項】
	（１）人・農地プランにおける位置付け
	□
	中心経営体である
	□
	中心経営体でない

	（２）農業次世代人材投資資金の活用状況※1
	□
	経営準備型（期間：　　　　　　　）
	□
	開始型（期間：　　　　　　　　　）
	□
	活用なし

	（３）就農区分※2
	□
	新たに農業経営を開始
	□
	親(三親等以内の親族を含む)の農業経営とは別に新たな部門を開始

	
	□
	親の農業経営を継承（全部）
	□
	親の農業経営を継承（一部）
	□
	親との共同経営


※1　「小規模経営体の経営継承に向けた経営発展の取組み」の場合は、経営を継承する見込みの者の状況について記載すること。
※2　「新規就農者の経営発展の取組み」の場合に記載すること。

２　事業実施主体の目指す農業の姿
	□
	新技術の習得
	□
	省力化
	□
	新規品目の導入
	□
	経営規模拡大
	□
	新たな雇用の創出

	その他※
	


※　チェック項目については複数回答可。
※　その他には、「新規就農者の経営発展の取組み」の場合は就農から現在までの経緯や現状・課題、「小規模経営体の経営継承に向けた経営発展の取組み」の場合は経営発展と経営継
承に向けたこれまでの取組みについて記載すること。
３　事業実施により期待される効果
	




	営農状況
	定着に向けた取組みや、
地域との関わり
	

	
	取組みに対する市町村や
関係機関等からの支援の状況
	

	
	その他
	




４　プロジェクトの数値目標
	プロジェクト目標※１
（令和　年）
	販売金額又は農業所得（増加額）
	

	
	プロジェクト計画期間内の経営継承
	

	各年次目標※１
	現　状※２（Ｒ　　）
	１年目（Ｒ　　）
	２年目（Ｒ　　）
	最終年度（Ｒ　　）
	

	
	
	
	
	
	現状からの伸び率(％)

	販売金額（千円）
	
	
	
	
	

	
	（内　訳）
	
	
	
	
	

	農業所得（千円）
	
	
	
	
	

	経営継承に向けた計画
	（内容）

	
	
	
	
	
	－


※1　プロジェクト目標と各年次目標は、実施するプロジェクトの目的に応じて、次の欄について記載すること。
　　○新規就農者の経営発展を目的とするプロジェクトの場合：販売金額又は農業所得
　　○小規模経営体の経営継承に向けた経営発展を目的とするプロジェクトの場合：販売金額又は農業所得及び経営継承に向けた計画
※2　現状値は、事業実施年度の前年の値又は事業実施年度の前年までの３か年の平均値とし、各年度の目標を記載すること。





５　事業計画
	事　業　計　画
	
	実施年度（令和　年度）
	実施年度（令和　年度）

	
	事　業　内　容
	
	

	
	事業費
（円）
	計
	
	

	
	
	負担区分別内訳
	県
	
	

	
	
	
	市町村
	
	

	
	
	
	その他
	
	

	
	
	備考（負担割合等）
	
	


　
　
６　他の補助事業等との連携　
	実施年度
	事業内容
	利用する補助事業名
	連携・協力機関
	特記事項

	Ｒ
	
	
	
	

	Ｒ
	
	
	
	


※プロジェクト目標の達成のために、プロジェクト期間中に本事業と一体的に若しくは連携して行う補助事業がある場合は記載すること。

７ 添付書類
（１）事業実施計画書（別記様式第６号）及びその添付書類
（２）農業経営改善計画認定書及び農業経営改善計画認定申請書の写し、青年等就農計画認定書及び青年等就農計画認定申請書の写し (※該当する場合)
（３）事業サポート体制計画書（別記様式第14号）
（４）その他、総合支庁が必要と認める書類
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